第１０号様式－２
船　橋　市　長　　　あて
建物貸付確約書
貸主　○○　○○（以下「甲」という。）は、船橋市小規模保育事業A型設置運営事業者募集に応募された（仮称）○○○保育園の設置計画について、借主　○○○○（以下「乙」という。）が設置運営事業者として内定されたときは、下記貸付物件について、表示内容のとおり、乙に貸付することを確約します。
なお、本確約にあたっては、本確約書裏面【貸付確約書の作成にあたっての注意事項】の内容を確認しています。
記
１　貸付物件（建物）

	所在地番
	千葉県船橋市

	住居表示
	千葉県船橋市

	敷地面積
	　　　　　㎡

	新設・既設の別
	　新設（　　　年　月竣工予定）　・　既設　　※どちらかに○

	建物構造
	造　　　階建

	延床面積
	　　　　　㎡（うち保育所専有部分　　　　　階　　　　　㎡　


２　契約種別　　　例）定期建物賃貸借契約

３　使用目的　　　小規模保育事業A型
４　期間　　　貸付始期　　　　　　　　から
　　　　　　　　　　貸付期間　　事業所開設後から　　　　年間　※最低１０年以上

５　貸 付 料　　　開設前　　月額　　　　　　　円（税込）
　　　　　　　　　　開設後　　月額　　　　　　　円（税込）
６　納　　付　　　当月分を（前月払い・当月払い・その他＿＿＿＿＿）

７　諸費用　　　礼金　　　　　　　　　円（賃料　　ヶ月分）
保証金　　　　　　　　　円（賃料　　ヶ月分）
８　賃借権登記　　　有　・　無

９　特記事項　　　

令和　　年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
貸　主（甲）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署　名　　　　　　　　　　　　　　　印　

【貸付確約書の作成にあたっての注意事項】
１　建物貸付確約書（以下「確約書」という。）は、船橋市（以下「市」という。）が小規模保育事業A型設置運営事業者の選定を行うにあたり、応募事業者から提出された保育所の設置計画に必要となる物件の賃借について、当該物件の貸主の貸付意思および貸付期間や賃借料等の貸付条件などを確認するために提出を求めるものです。そのため、確約書の記載内容は、貸主及び借主に対して、市が何ら保証するものではなく、また、その内容及び効力について、市は一切責任を負いません。そのため、貸主及び借主の当事者間において、賃貸借契約締結の準備行為として書面による合意を必要とする場合は、確約書とは別に、当事者間で必要に応じて、賃貸借契約の予約契約書や覚書等の締結を行ってください。

　

２　確約書における貸付事業者は、１物件につき１事業者としてください。複数の事業者から、同一の物件を賃借する保育所の設置計画の応募申請が提出された場合には、該当する事業者すべての応募申請を却下します。
３　船橋市小規模保育事業A型設置運営事業者募集要項（以下「募集要項」という。）に基づく設置運営事業者の内定は、船橋市民間保育所等建物改修費等補助金交付要綱（以下「補助要綱」という。）第２条に規定する補助対象者に内定するものであり、内定したことを以って、認可（児童福祉法第３４条の１５第２項に基づく家庭的保育事業等の設置の認可をいう。以下同じ。）を確約するものではありません。また、市が認可を行った場合も、運営開設後の経営の安定性を市が保証するものではありません。

４　市が設置運営事業者として内定した者（以下「内定者」という。）は、内定後に市と認可に向けた事前協議を行い、計画事業が補助要綱第３条に規定する補助の要件に適合すると認めた場合に補助要綱第９条に基づき、内定者に対し、補助金の交付を決定します。ただし、次の⑴～⑶に該当する場合は、設置運営事業者の内定を取り消すことがあります。当該取り消しを行った場合において、事前及び事後のいずれかにかかわらず、内定者が要した費用、発生した損失並びに第三者に与えた損害に対して、市は一切責任を負いません。

⑴　市の承諾を得ずに募集要項の応募要件を著しく逸脱したり、船橋市民間認可保育所等設置及び運営事業者選定委員会の審査結果に重大な影響を及ぼすような計画の変更が行われた場合

⑵　内定者又は内定者が計画事業の実施に伴い委託若しくは契約をする相手方の責により、開設予定期日までに認可を経て、小規模保育事業A型を開設できる見込みがなくなったことが確認された場合

⑶　その他、設置運営事業者として内定されるに至る過程及び内定後の計画の進行において、内定者による重大な違背行為があったことが確認された場合

５　確約書で貸付を確約する物件に係る土地または建物について、登記の有無によらず、所有権や賃借権または抵当権等の何らかの権利を有する者がいる場合で、確約内容の実行にあたり、当該権利者の同意が必要となる場合は、応募申請時点で、すべての権利者から同意が得られていることを確認できる書面を添付してください。当該同意を確認できる書面の添付のない確約書は無効とします。

６　確約書において、今後、新たに建築する建物を賃借する内容の確約をする場合は、小規模保育事業A型の開設の遅れが社会的に及ぼす多大な影響を十分にご理解のうえ、遅くとも、開設予定期日の概ね1か月までに建物検査済証の交付が受けられるよう、十分に余裕を持った工事工程を設定してください。
なお、小規模保育事業A型の開設に係る工程の確認等のため、必要に応じて、市から建築主のほか設計担当者や施工業者等関係者に対して、建物の建築に係る諸手続き及び施工状況の進捗等について直接確認を求める場合があります。また、確認の結果、開設予定期日に影響を及ぼす恐れがあると判断した場合などは、市から工程の前倒し等を要請する場合があります。

